
 

   第９章 水 防 訓 練 

第１節 水防訓練 

指定水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を実施し、水防技術の

向上を図るものとする。（法第32条の２） 

水防管理団体の水防訓練は、次の要領に基づいて十分訓練を行うよう水防計画に定めるものとし、

実施にあたっては、可能な限り地元住民の参加を得て、水防思想の高揚に努めるものとする。 

（実施要領） 

⑴ 実施事項 

① 観測（水位、潮位、雨量、風速、波高等） 

② 通報（電話、無線、伝達等） 

③ 動員（水防団、消防団、水防協力団体、応援等） 

④ 輸送（資材器具、人員等） 

⑤ 工法（水防工法） 

⑥ 排水門・取水門、角落し等の開閉操作 

⑦ 避難、立退き（危険区域居住者の避難） 

⑵ 実施時期 

① 指定水防管理団体の水防訓練は、最も効果のある時期を選び行うものとする。 

② その他の水防管理団体は、指定水防管理団体に準ずるものとする。 

 

   第 10 章 水 防 費 用 
第１節 費用負担 

１ 費用負担 

水防管理団体の所管する区域の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。

ただし、他の水防管理団体に関する応援のために要する経費の負担は、応援を求めた水防管理団体

と応援を求められた水防管理団体との間において協議し、決定する。（法第41条・第23条） 

 

２ 利益を受ける市町村の費用負担 

水防管理団体の水防によって、当該水防管理団体の区域以外の市町村が著しく利益を受けるとき

は、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著しく利益を受ける市町村が負担するものと

する。 

負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防により著しく利益

を受ける市町村とが協議して定めるものとする。 

当該協議が成立しないときは、水防管理団体は富山県知事にあっせんを申請することができる。

（法第42条） 

 

第２節 公用負担 

 

１ 公用負担権限 
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水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現場に

おいて次のような権限を行使することができる。（法第28条） 

⑴ 必要な土地の一時使用 

⑵ 土石、竹木、その他の資材の使用若しくは収用 

⑶ 車両その他の運搬用機器の使用 

⑷ 排水用機器の使用 

⑸ 工作物その他の障害物の処分 

また、水防管理者から委任を受けた者は上記⑴～⑷（⑵における収用を除く）の権限を行使する

ことができる。 

 

２ 公用負担権限者及び同権限被委任者の証明書 

公用負担の権限を行使する者が水防管理者、水防団長又は消防機関の長であるときは、その身分

を示す証明書を、水防管理者から委任を受けて権限を行使する者であるときは、水防管理者より交

付される公用負担権限委任証（附表－23）を携行し、関係者又は一般人の請求があったときは、こ

れを提示しなければならない。 

 

３ 公用負担の証票 

公用負担を命ずる権限を行使する者は、水防管理団体の定めた証票（附表－24）を２通作成し、

１通は行使者が保管し、他の１通は目的物の所有者若しくはその管理者又はこれに準ずる者に交付

するものとする。 

 

４ 損失補償 

水防管理団体は、公用負担の権限行使によって損失を受けた者に対して、時価によりその損失を

補償しなければならない。 
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